
しました。





１. ①～③に関する考え方を示した上で、
２. 就業規則上の関係条項名、労働契約締結時点での勤務表
について、書面の交付（※）により明示すること。
※　書面の交付が義務付けられている明示事項について、労働者の希望がある場合
に限り、ファクシミリ、電子メール等の送信による明示が認められます。

　　労働者の希望により電子メール等で労働条件を明示する場合は、労働者がその
電子メール等の記録を出力することにより書面を作成できるものでなければなり
ません。











ウ 年５日の年次有給休暇の確実な取得

　労働基準法では、全ての企業において、年10日以上の年次有給休暇が付与される労働者に対し
て、年次有給休暇の日数のうち年５日については、使用者が時季を指定して取得させることが義務付
けられています。
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て、年次有給休暇の日数のうち年５日については、使用者が時季を指定して取得させることが義務付
けられています。



　労働者に対して、雇入れ時及び作業内容変更時の安全衛生教育を実施しなければなりませ
ん。
　特に、訪問介護労働者に対する安全衛生教育の実施に当たっては、訪問介護関係業務の実
態を踏まえて、腰痛や感染症をはじめとした当該業務に関連して発生するおそれのある疾病
又は転倒といった労働災害の原因及び予防、交通災害の防止に関する項目等を盛り込むよう
配慮することが望ましいでしょう。
　（参考）
●職場における腰痛予防対策指針（平成25年６月18日付け基発0618第1号）
●交通労働災害防止のためのガイドライン（平成20年4月3日付け基発第0403001号）
●高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン（令和２年3月16日付け基安発
0316第1号）
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又は転倒といった労働災害の原因及び予防、交通災害の防止に関する項目等を盛り込むよう
配慮することが望ましいでしょう。
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●職場における腰痛予防対策指針（平成25年６月18日付け基発0618第1号）
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0316第1号）
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